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（１）業務継続計画（BCP）

業務継続計画（BCP：Business Continuity Plan）とは、災害な

どの緊急事態においては、通常通りの業務実施が困難になる

ことから、業務を中断させないように準備するとともに、中断し

た場合でも優先業務を実施するため、あらかじめ検討した方針、

体制、手順等を示した計画のこと。

日本においては、2021年度時点で大企業の70％以上、中小

企業の40％以上が業務継続計画を策定しているが、政府の目

標（2020年度までに大企業100％、中小企業50％以上）には届

いていない。
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（２）社会福祉施設におけるBCPの意義

社会福祉施設等においては、高齢者や障害者など、日

常生活上の支援が必要な者が多数利用していることから、

災害等により、電気、ガス、水道等のライフラインが寸断さ

れ、サービス提供の維持が困難となった場合、利用者の

生命・身体に著しい影響を及ぼすおそれがある。
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（２）社会福祉施設におけるBCPの意義（続き）

こうした事態が生じた場合でも最低限のサービス提供が維持できるよう、緊
急時の人員の招集方法や飲料水、食料、マスク等の衛生用品、冷暖房設備
や空調設備稼働用の燃料などの確保策等を定める「業務継続計画」（BCP）
を策定することが有効であることから、介護分野や障害福祉分野等において
は、運営基準の見直しにより、当該計画等の策定、研修の実施、訓練（シミュ
レーション）の実施等が義務付けられた（３年の経過措置期間あり）。
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（３）運営基準で記載が求められている
項目

ア 感染症に係る業務継続計画
ａ 平時からの備え（体制構築・整備、感染症防止に向けた取
組の実施、備蓄品の確保等）
ｂ 初動対応
ｃ 感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触者
への対応、関係者との情報共有等）

イ 災害に係る業務継続計画
ａ 平常時の対応（建物・設備の安全対策、電気・水道等のライ
フラインが停止した場合の対策、必要品の備蓄等）
ｂ 緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等）
ｃ 他施設及び地域との連携
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（４）研修の内容

研修の内容は、感染症及び災害に係る業務継続計画の具体

的内容を職員間に共有するとともに、平常時の対応の必要性や、

緊急時の対応にかかる理解の励行を行うものとする。

職員教育を組織的に浸透させていくために、定期的（居宅介護

事業者等年１回以上、障害者支援施設年２回以上）な教育を開

催するとともに、新規採用時には別に研修を実施することが望

ましい。また、研修の実施内容についても記録すること。なお、

感染症の業務継続計画に係る研修については、感染症の予防

及びまん延の防止のための研修と一体的に実施することも差し

支えない。

7



（５）訓練（シミュレーション）の内容

訓練（シミュレーション）においては、感染症や災害が発生した

場合において迅速に行動できるよう、業務継続計画に基づき、

事業所（や指定障害者支援施設）内の役割分担の確認、感染症

や災害が発生した場合に実践する支援の演習等を定期的（居

宅介護事業者等年１回以上、障害者支援施設年２回以上）に実

施するものとする。なお、感染症の業務継続計画に係る訓練に

ついては、感染症の予防及びまん延の防止のための訓練と一

体的に実施することも差し支えない。

訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、

机上及び実地で実施するものを適切に組み合わせながら実施

することが適切である。
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（１）障害福祉サービスを中断させない、そして

中断した場合は、速やかに復旧させる
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２ 自然災害発生時の業務継続計画

作成のポイント

〇障害福祉サービスを中断させないためには、サービスを提供

するにあたり必要な資源を守ることが重要

〇必要な資源とは、職員、建物、設備、ライフライン（電気・ガス・

水道）

〇障害福祉サービスが中断してしまった場合は、サービス提供

に必要な資源を補って、速やかに復旧させる

〇被災状況によって、限られた職員や設備でサービス提供の

継続が必要な場合は、重要業務に優先して取り組む



（２）障害福祉サービス事業者に求めら

れる役割

①利用者の安全確保

・利用者の中には相対的に体力が弱い障害者もいる

・自然災害が発生すると深刻な人的被害が発生する危険性

がある

②サービスの継続

・障害福祉サービス事業者は、利用者の健康・身体・生命を

守るために必要不可欠な責任を担っている

ア）入所・入居系サービス

イ）通所系サービス・訪問系サービス
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（２）障害福祉サービス事業者に求めら

れる役割（続き）

③職員の安全確保

・自然災害発生時や復旧において業務継続を図ることは、長

時間勤務や精神的打撃など職員の労働環境が過酷となる

・労働契約法第５条（使用者の安全配慮義務）の観点から職

員の過重労働やメンタル対応に適切な措置を講じることが

使用者の責務

④地域への貢献

・施設が無事であることを前提に、施設が持つ機能を活かし

て被災時に地域貢献する
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BCPを導入することのメリット（イメージ）
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（３）業務を中断させないためにする

こと

業務継続計画（BCP)は、自然災害が

起こる前の段階がとても重要

13



（３）業務を中断させないためにする

こと（続き）

〇防災では、障害福祉サービスを提供するため

に必要な資源を守ることが重要

〇守るべき資源とは、職員、建物、設備、ライフ

ライン（電気・ガス・水道）
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⇒守り方は、災害の種類によって異なる



（３）業務を中断させないためにする

こと（続き）
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【地震から守る】

〇事業所建物の耐震診断と耐震補強工事

〇居室の家具・事務室のキャビネットなどの転倒

防止

〇キャスターがついたものはロック

〇ガラス窓やガラス天井に飛散防止フィルムを貼

る

〇消化器等の設備点検や初期消火の訓練 等



（３）業務を中断させないためにする

こと（続き）
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【水害から守る】
〇ハザードマップで自施設の浸水可能性を知る
〇事前にやるべきことがある
・側溝・排水溝の点検
・外壁のひび割れ、欠損などの点検
・止水板や土のうの準備
・ガラス窓の補強
・周囲に飛散しそうなものがないか点検 等

〇的確な避難で逃げ遅れない



（４）業務を中断した場合にすること
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【足りない資源を如何に補うかがポイント】

〇障害福祉サービス提供に必要な資源が欠けた

原因に関わらず、その結果をどう処理するか、つまり

補うかが重要

〇例えば、電力供給が途絶えた場合は自家発電装置

を使う、職員が不足した場合は応援を送ってもらう、

という代替策を講じることが必要



（４）業務を中断した場合にすること

（続き）
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【足りない資源を如何に補う（例）】

〇職員のやりくりを考える

・業務シフトの変更で対応する

・同一法人内の別の施設に応援を要請

・退職した職員に依頼

・地域の連携する施設に応援を要請 等

・職員のやりくりは、平常時から準備する



（４）業務を中断した場合にすること

（続き）
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【職員が足りないときは重要業務に集中する】



（４）業務を中断した場合にすること

（続き）
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【重要業務とは何か】
〇被災時の厳しい状況でも、利用者の生命・健康
を維持するために必ず実施しなければならない
必須業務（例）
・食事
・排泄
・与薬
・医療的ケア 等
〇規模や頻度を減らすことを検討する（例）
・入浴
・リハビリ 等



（５）BCPは作成して終わり、ではない
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〇BCPは、作成するだけでは実効性があると

は言えない。

〇自然災害に見舞われた際、実際に使えるこ

と、つまり被災時にも迅速に行動できること

が重要

・普段からの周知

・研修

・訓練（シミュレーション）

・定期的な見直し 等



（５）BCPは作成して終わり、ではない

（続き）
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平常時にこそ

準備を進める



（１）ガイドラインの利用方法
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３ ＢＣＰ作成の際の国のガイドライン

の利用（自然災害用）
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（２）自然災害BCP作成のポイント
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（３）まとめ

〇BCP作成時は、ひな形などを有効に活用

する。

〇BPC作成後は、定期的な研修と訓練

（シミュレーション）を実施し、自施設・事業所

等における課題を洗い出す。

〇課題を見直し、BCPの修正を繰り返すこと

で、施設・事業所等に適したより実情にあっ

たBCPが作成できる。
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４ 感染症に係る業務継続計画作成

のポイント

ア 感染症に係る業務継続計画

ａ 平時からの備え（体制構築・整備、感染症防止に向けた取

組の実施、備蓄品の確保等）

ｂ 初動対応

ｃ 感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触者

への対応、関係者との情報共有等）

【運営基準（再掲）】
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（１）障害福祉サービスを中断させない、そして

中断した場合は、速やかに復旧させる

〇感染症の流行時でも障害福祉サービスを中断させないために

は、サービスを提供するにあたり必要な資源を守ることが重要

〇必要な資源とは、職員、防護具、消毒液等備蓄品

〇障害福祉サービスが中断してしまった場合は、サービス提供

に必要な資源を補って、速やかに復旧させる

〇被災状況によって、限られた職員や設備でサービス提供の

継続が必要な場合は、重要業務に優先して取り組む
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（２）入所・入居系と通所系で異なる対応
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（２）入所・入居系と通所系で異なる対応（続き）
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（３）業務を中断させないためにする

こと

業務継続計画（BCP)は、感染症の流

行が起こる前の段階がとても重要



（３）業務を中断させないためにする

こと（続き）
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【サービスの提供に必要な資源の確保】

〇サービスを提供するために必要な資源の確

保が重要

〇確保するべき資源には、職員、防護具・消毒

液等備蓄品がある

【職員の安全確保】
感染拡大時に業務継続を図ることは、職員が感染するリスクを高めること
になる。したがって、労働契約法第５条（使用者の安全配慮義務）の観点か
らも、職員の感染防止のために適切な措置を講じることが使用者の責務と
なる。



（３）業務を中断させないためにする

こと（続き）
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【職員を感染症から守る】

〇平常時から感染予防マニュアルを徹底する

・「３密」の回避（人との距離をとる）

・マスクの着用と手洗い・手指消毒

・適切な換気

〇体調が悪いときは出勤しない 等



（３）業務を中断させないためにする

こと（続き）
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【職員・利用者を守るためには備蓄が必須】

〇平常時から備蓄を進める

〇感染疑い事例の発生への対応等で使用量

が増加することを踏まえておく

〇注文してから届くまでに時間がかかる場合

もあるため、適時・適切に調達できるように

する

〇調達先の情報は職員で共有しておく



（４）業務を中断した場合にすること
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【足りない資源を如何に補うかがポイント】

〇準備をしていても、障害福祉サービス提供に必要

な資源が足りなくなることがあるため、それをどう

補って業務を継続するかが重要

〇例えば、職員が不足した場合は応援を送ってもらう、

防護具が足りないときは自治体や事業者団体に相談

するなどの代替策を講じることが必要



（４）業務を中断した場合にすること

（続き）
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【防護具・消毒液等備蓄品の追加調達】

〇平常時に備蓄することが大前提

〇通常の調達先から確保できない場合に備え、

複数の事業者と連携しておく

〇自治体や事業者団体に相談する 等



（４）業務を中断した場合にすること

（続き）
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【職員のやりくりを考える】

〇職員のやりくりは、平常時から準備する

〇出勤情報の集約管理

〇同一法人内の別の施設に応援を要請

〇退職した職員に依頼

〇地域の連携する施設に応援を要請 等



（４）業務を中断した場合にすること

（続き）
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【職員が足りないときは重要業務に集中する】



（４）業務を中断した場合にすること

（続き）
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【重要業務とは何か】
〇障害福祉サービスの中核部分で平常時と同様に
提供すべきこと（例）
・食事
・排泄
・与薬
・医療的ケア
・清拭 等
〇規模や頻度を減らすことを検討する（例）
・入浴
・リハビリ 等



（５）BCPは作成して終わり、ではない
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平常時にこそ

準備を進める
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（６）ガイドラインの利用方法
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おわり
ご清聴ありがとうございました。


